
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

32,508 ｋｌ

台

ｔ－CO2

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名

所 在 地

メールアドレス

施設管理部　施設エネルギー管理課

東京都大田区下丸子3-30-2

03-2758-2111電話番号

ＦＡＸ番号 03-3758-1160

担当部署

キヤノン株式会社

川崎市幸区柳町70-1

代表取締役社長COO　真栄田 雅也

146-8501

東京都大田区下丸子3-30-2

キヤノン株式会社

規則第４条第１号該当事業者

中分類

Ｅ

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

※
受
付
欄

主 た る 事 業
の 業 種

主 た る 事 業
の 内 容

大分類

上記以外の事業者（任意提出事業者）

製造業 

電子部品・デバイス・電子回路製造業

連 絡 先

第３号様式

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

28

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

（第１面）

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

集積回路製造業

（あて先）川崎市長

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事業活動地球温暖化対策結果報告書



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 　平成28 年度　～　   平成30年度　　（報告年度　28 年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

別添　指針様式第２号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第２号のとおり

備　　　考

当社の地球温暖化対策の取組については、ホームページにて公表してい
ます。

≪URL：キヤノン株式会社ホームページ≫
http://canon.jp/ecology/index.html

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 63,057 （実） 65,244 （実） （実） （実） 63,588
（調） 61,828 （調） 63,965 （調） （調）

（実） -3.5 （実） （実） （実） -0.8
（調） -3.5 （調） （調）

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

97.00

-

t-CO2 t-CO2

％

t-CO2

％

目標排出量第３年度基準年度 第１年度 第２年度

％

100.0

原 単 位 の
活 動 量

t-CO2

98.10

排 出 量

削 減 率

-

％

排 出 量
原単位等の値

t-CO2

単位

省エネ法に基づき、キヤノン株式会社全体で、対前年度事業所CO2原単位1％改善を推進していく。空
調機、コンプレッサー等のエネルギー負荷装置を中心に、省エネ効果の高い装置への更新や既存装置
の運用改善、あわせて生産装置におけるエネルギー管理を強化していく。

削 減 率

川崎事業所で生産しているデバイス部品の製造数の増加および、矢向事業所での研究開発装
置の稼働増加、小杉事業所での人員増加等、活動量自体が基準年度に対し増えており、その
影響でCO2排出量も3.5%の増加となった。一方で、照明のＬＥＤ化、排気回収による空調負荷
の低減、生産装置の冷却水温度やクリーンルームの室圧などの与条件設定の見直し等省エネ
施策を積極的に実施し、5事業所のうち排出量比率が67.7%を占める川崎事業所にて原単位分
母（換算有効面積）が5.1%増加したことに対し、CO2排出量を3.5%増加に抑え、原単位を改善
させた。5事業所全体での原単位寄与度値は1.9%削減となった。

1.9 3.0



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

○冷凍機の効率管理（0301060-01）川崎事業所
○新設、更新等における措置（1201021-01）川崎事業所
○照明設備の保全管理（0801020-01）矢向事業所
○新設、更新等における措置（0801031-02）矢向事業所
○新設、更新等における措置（0801031-07）矢向事業所

第１年度

○冷凍機の効率管理（0301060-01）川崎事業所
　　運転中の成績係数（COP）の適正管理を実施した。
○新設、更新等における措置（1201021-01）川崎事業所
　　二重窓、複層ガラス等の採用による断熱強化を実施した。
○照明設備の保全管理（0801020-01）矢向事業所
　　平成30年度に実施予定である。
○新設、更新等における措置（0801031-02）矢向事業所
　　平成30年度に実施予定である。
○新設、更新等における措置（0801031-07）矢向事業所
　　平成30年度に実施予定である。

第２年度

第３年度

計　画 -

第１年度 -

第２年度

第３年度

事
業
所
等

(

第
１
号
、

第
２
号
、

第
４
号
該
当
者
等

)

自
動
車
等

(

第
３
号
該
当
者
等

)



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

ここ２、３年の設備投資計画には今のところ再生可能エネルギー源等に関わる計画を具体的に盛
り込んではいない。将来は世間の動向を見ながら太陽光発電等の導入を検討していく。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画
物流時のCO2削減：モーダルシフトを推進することにより、CO2削減効果を創出してい
る。川崎市内の事業所もその内の一部を寄与している。今後も新たな施策を含め、物
流時のCO2削減に取り組んでいく。

第１年度

・環境負荷の低い輸送手段を活用するモーダルシフト
・製品、梱包の小型化による輸送時の積載効率向上
・生産拠点からの直送や輸送ルートの変更
・物流倉庫の集約などによる輸送距離の短縮
等の各種取組活動を実施。
（詳細は弊社発行　CANON　SUSTAINABILITY　REPORT　2017にて記載
　ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞURL：http://web.canon.jp/csr/report/pdf/canon-sus-2017-j.pdf）

第２年度

第３年度

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画

・廃棄物の減量化・分別化の推進。
・待機電力の最小化、超高速スタートアップなど省エネルギー型製品開発の実現。
・インクカートリッジ等のリサイクル実施、ＯＡ機器等の部品リユースの実施。
・原材料・調達品のＣＯ2削減：全体で約2000社のサプライヤーに対してＣＯ2削減活
動に関する説明会を実施するとともに、購入部品のエネルギー・材料・物流に関する
ムダ取り活動を実施。市内事業所も対象として含まれる。

第１年度

・廃棄物の減量化・分別化の推進。
・待機電力の最小化、超高速スタートアップなど省エネルギー型製品開発の実現。
・インクカートリッジ等のリサイクル実施、ＯＡ機器等の部品リユースの実施。
・原材料・調達品のＣＯ2削減：全体で約2000社のサプライヤーに対してＣＯ2削減活
動に関する説明会を実施するとともに、購入部品のエネルギー・材料・物流に関する
ムダ取り活動を実施。市内事業所も対象として含まれる。

第２年度

第３年度



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

 　イ　第３号該当者等

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

川崎事業所 43,809 t-CO2

矢向事業所 15,439 t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

玉川事業所 2,765 t-CO2

小杉事業所 2,380 t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

64,663

事業所に係る
事業の名称

川崎市幸区塚越3-451 2700 研究開発

川崎市幸区柳町70-1 2814 集積回路製造業

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

63,617
t-CO2

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

t-CO2

温室効果ガス
の排出の量

温室効果ガス
の排出の量

川崎市高津区下野毛3-16-1 2700 研究開発

川崎市中原区今井上町53 2700 研究開発

事業所に係る
事業の名称

エネルギー使用量の規模 事業所数

400～500kl 未満

300～400kl 未満

200～300kl 未満

日本標準産業分類
細分類番号

100～200kl 未満 1

100kl 未満

事業所の所在地
温室効果ガス
の排出の量

事業所数


